
第７次川崎市子どもの権利に関する行動計画　令和６年度進捗状況報告書
施策の方向Ⅴ　相談及び救済（条例第５章）

令和６年度の達成度（１～５の５段階評価で入力）
１：目標を大きく上回って達成　２：目標を上回って達成　３：ほぼ目標どおり　４：目標を下回った　５：目標を大きく下回った

施策の方向 推進施策
該当
する
条文

重点
的

取組
№ 再掲 事業名 事業概要等 令和5年度実施状況 令和６年度実施状況 令和６年度の成果 令和６年度の課題

令和６年
の達成度

所管局 所管課

369 196
人権オンブズパーソ
ン相談・救済事業
（再掲）

■目的・目標：子どもの権利の侵害について、相談及び救済の申立てを
簡易に、かつ安心して行うことができ、市民の理解と相互の協調の下に
迅速かつ柔軟に救済を図ります。

■事業概要：子どもの権利の侵害に関する相談に対する助言及び支援を
行うとともに、関係機関と連携して 救済申立てに関する調査・調整等を
実施します。

　子どもの権利の侵害に関する相談を受け付けて、相
談者に寄り添い、相談者自身の力で問題解決が図れる
よう適切な助言や支援を行うとともに、関係機関と連
携して救済申立てに関する調査・調整等を行いまし
た。
　相談受付件数74件（内 救済申し立て件数8件）

　子どもの権利の侵害に関する相談を受け付けて、相談者に
寄り添い、相談者自身の力で問題解決が図れるよう適切な助
言や支援を行うとともに、関係機関と連携して救済申立てに
関する調査・調整等を行いました。
　相談受付件数９６件（内 救済申し立て件数４件）

　子どもの権利の侵害に関する相談を受け付けて、相
談者一人ひとりの状況等を的確に把握し、相談者に寄
り添い、相談者自身の力で問題解決が図れるよう適切
な助言や支援を行うとともに、関係機関と連携して救
済申立てに関する調査・調整等を行いました。

　子どもの権利の侵害に関する相談について、相談者
自身の力で問題解決が図れるよう適切な助言や支援を
継続していかなければなりません。また、救済申立て
については、関係機関等と連携し迅速かつ的確な調
査・調整等を行うことが求められます。
　子どもがより相談しやすいよう、メール等でも相談
できる環境の整備が課題と考えています。
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370 233
人権オンブズパーソ
ン広報・啓発事業
（再掲）

■目的・目標：子どもがいじめ・体罰・家庭内暴力等から逃れることが
できるよう、安心して相談ができ、簡易に救済の申立てができる人権オ
ンブズパーソン制度について広報します。

■事業概要：人権オンブズパーソン子ども相談カードやポスター、パン
フレットの配布や動画の放映等を行い、制度の周知と利用の促進を図り
ます。

　人権オンブズパーソン子ども相談カードを
110,000部印刷し、市内の小・中学校（特別支援学
校及び私立含む）等の児童・生徒に配布したほか、啓
発チラシを92,000部印刷し、市内の保育園・幼稚園
を通じてその保護者や市内の高等学校（県立含む）の
生徒、こども文化センター及び児童養護施設に配布し
ました。また、啓発チラシの表面をポスターとして学
校などの関係施設にて掲出に活用してもらうほか、広
報パネルを区役所やアゼリア広報コーナー等で展示
し、ＰＲ動画をアゼリアビジョンや各区モニター等で
放映しました。

　人権オンブズパーソン子ども相談カードを約120,000部印
刷し、市内の小・中学校（特別支援学校及び私立含む）等の
児童・生徒に配布したほか、啓発チラシを約127,000部印刷
し、市内の保育園・幼稚園を通じてその保護者や市内の高等
学校（県立含む）の生徒、こども文化センター及び児童養護
施設に配布しました。教育委員会と連携し、相談カードには
市立小中学校の児童生徒はGIGA端末からも相談受付フォーム
にアクセスできることを記載しました。
　また、今年度は執務場所の移転に合わせて、市内全町内
会・自治会に啓発チラシの回覧を依頼しました。
また、啓発チラシの表面をポスターとして学校などの関係施
設にて掲出に活用してもらうほか、広報パネルを区役所やア
ゼリア広報コーナー等で展示し、ＰＲ動画をアゼリアビジョ
ンや各区モニター等で放映しました。また各区の子育てフェ
スタ等においてもパネルを展示しました。

　子どもがいじめ・体罰・家庭内暴力等から逃れるこ
とができるよう、安心して相談ができ、簡易に救済の
申立てができる人権オンブズパーソン制度について、
連絡先を記した子ども相談カード等の啓発物を作成、
配布しました。また、保護者等にも周知を図るため区
役所等に広報パネルを展示し広く広報しました。
　また、こども未来局や市民文化局など関係局が作成
する冊子等においても、相談窓口の広報を引き続き実
施しました。
　このような広報・啓発により、相談・救済につなが
りました。

　子どもがいじめ・体罰・家庭内暴力等から逃れるこ
とができるよう、また、安心して相談ができ、簡易に
救済の申立てができる人権オンブズパーソン制度につ
いて、より一層の周知を図り、利用を促進することが
必要です。
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371 234
人権オンブズパーソ
ン子ども教室推進事
業（再掲）

■目的・目標：人権オンブズパーソンをより身近に相談できる機関とし
て周知し、利用の促進を図るために実施します。

■事業概要：人権オンブズパーソンや専門調査員が学校等を訪問し、制
度や相談事例の紹介、いじめや人権に関する話をすることにより、人権
オンブズパーソンをより身近に相談できる機関として周知し、利用の促
進を図ります。

　人権オンブズパーソン子ども教室を、小学校８校
（３２クラス、１，０２３人）、中学校４校（２１ク
ラス、６５８人）及び、児童養護施設３施設（５４
人）で実施し、制度や相談事例の紹介、いじめや人権
に関する話をすることにより、人権オンブズパーソン
をより身近に相談できる機関として周知しました。

　人権オンブズパーソン子ども教室を、小学校８校（36クラ
ス、1,050人）、中学校４校（22クラス、712人）及び、児
童養護施設３施設（55人）で実施し、制度や相談事例の紹
介、いじめや人権に関する話をすることにより、人権オンブ
ズパーソンをより身近に相談できる機関として周知しまし
た。
　また、小学校や中学校で子ども教室の実施後においても、
こども未来局子どもの権利担当と協力し、一部の学校に「川
崎市×うんこドリル子どもの権利」の冊子の配布を学校に依
頼し、子どもの権利の啓発を行いました。

　令和６年度の実施校のアンケート結果では、人権オ
ンブズパーソン（又は「子どもあんしんダイヤル」）
を知っていたか」の問いに「今回初めて聞いた」と回
答したものが、中学生で３０.５％となっています。
（小学生については、実施学年による差が多いと思わ
れ比較対象にしていない。）中学生の約３人に２人以
上の認知度があり、人権オンブズパーソン子ども教室
の開催による成果があるものと考えます。
　人権オンブズパーソンや専門調査員が学校等を訪問
し、人権オンブズパーソン制度や相談事例の紹介、い
じめや人権に関する話をすることにより、人権オンブ
ズパーソンの認知度に寄与しました。

　引き続き人権オンブズパーソンや専門調査員が学校
等を訪問し、直接、児童・生徒、教員等に人権パーソ
ン制度や相談事例の紹介、いじめや人権に関する話を
することにより、人権オンブズパーソンをより身近に
相談できる機関として周知し、利用の促進を図ること
が必要です。
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372 思春期保健相談

■目的・目標：思春期特有の医学的問題や、性や心の問題等に関する不
安や悩みに対する相談に応じることで、母性保健知識等の普及・啓発を
図ります。

■事業概要：各区地域みまもり支援センターにおいて、思春期の男女及
びその保護者を対象に思春期特有の心やからだ、性に関することや性感
染症等に対し個別相談を行います。また、市内の学校等に対して集団指
導を実施します。

　地域みまもり支援センターにおいて性を含めた心や
身体の健康について面接や電話による個別相談を随時
実施しました。
　また小、中、高校、特別支援学校等において、集団
指導による健康教育や、講師を招き講演会を実施しま
した。講演会のテーマとして、命の大切さや性的マイ
ノリティ、デートＤＶ等に関する内容を扱うことで、
子どもが自分や相手の命や性を尊重するための意識啓
発を行いました。

　地域みまもり支援センターにおいて性を含めた心や身体の
健康について面接や電話による個別相談を随時実施しまし
た。
　また小、中、高校、特別支援学校等において、集団指導に
よる健康教育や、講師を招き講演会を実施しました。講演会
のテーマとして、命の大切さや性的マイノリティ、デートＤ
Ｖ等に関する内容を扱うことで、子どもが自分や相手の命や
性を尊重するための意識啓発を行いました。
　必要に応じ、市内の高校生からの事業全体の問合せ等に対
応し、妊娠出産、子育てに関する普及啓発を実施しました。
予期せぬ妊娠等の相談に対して妊娠・出産SOS事業の広報を
行いました。

　思春期特有の医学的問題や、性や心の問題等に関す
る不安や悩みに対する相談に応じることで、母性保健
知識等の普及・啓発を図るため、適正に事業を実施し
ました。

　集団指導においては引き続き実施する対象に合わ
せ、効果的な集団指導となるよう、学校・施設や講師
との調整を綿密に行い実施する必要があります。プレ
コンセプションケアの概念について広報を充実してい
きます。
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児童家庭相談事業
（再掲）

■目的・目標：子どもが心身ともに健やかに生まれ育ち、その持てる力
を最大限に発揮することができるよう子ども及びその家庭を援助しま
す。

■事業概要：子どもに関する様々な問題につき、家庭その他からの相談
に応じ、子どもが有する問題又は子どものニーズ、子どもの置かれた環
境の状況等を的確に捉え、個々の子どもや家庭に最も効果的な援助を行
い、もって子どもの福祉を図るとともに、その権利を擁護します。

　子どもに関する様々な問題につき、家庭その他から
の相談に応じ、区役所及び児童相談所等関係機関との
連携のもと適切な支援を実施しました（令和５年度相
談受付件数9,248件）。

　子どもに関する様々な問題につき、家庭その他からの相談
に応じ、区役所及び児童相談所等関係機関との連携のもと適
切な支援を実施しました（令和６年度相談受付件数
9,794）。

　様々な課題を抱える家庭に対して、区役所及び児童
相談所等関係機関との連携のもと適切な支援を実施し
ました。
　また、児童虐待のほか子育て家庭等の課題に対する
早期発見・対応、重篤化への未然防止等に向けて、区
役所地域みまもり支援センターにこども家庭センター
機能を位置付け、令和７年度から試行実施することと
しました。

　多様な問題を抱えた家庭・児童への相談は今後も増
えると予想されることから、引き続き、区役所及び児
童相談所等関係機関のより効果的な連携の充実に向け
た取組等を進めていきます。
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374 194
児童相談所相談事業
（再掲）

■目的・目標：児童虐待や複雑・困難化する児童家庭相談に対し、専門
性を生かした相談援助を行うとともに、支援が必要な児童の一時保護、
里親・施設入所措置等を行います。

■事業概要：相談ニーズの適切な把握と児童の意思や気持ちを尊重し、
児童が解決の主体となれるプロセスを尊重した適切な相談援助を実施し
ます。

　複雑・多様化する児童相談に適切に対応するため、
職員一人ひとりの専門性の向上に取組、児童に関する
専門相談機関として、児童の意思や気持ちを尊重した
相談支援に努めました。

　複雑・多様化する児童相談に適切に対応するため、職員一
人ひとりの専門性の向上に取組、児童に関する専門相談機関
として、児童の意思や気持ちを尊重した相談支援に努めまし
た。

　児童に関する専門相談機関として、職員一人ひとり
の専門性の向上に取り組むことで児童の意思や気持ち
を尊重した相談支援に努めました。

　児童の意思や気持ちを尊重し、子どもが解決の主体
となれるプロセスを尊重した適切な相談援助体制構築
の必要は高く、職員の専門性向上が必須です。
　引き続き職員の専門性の向上に取り組み、児童に関
する専門相談機関として、児童の権利を尊重した相談
援助を実施していく必要があります。
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２４時間電話相談
（再掲）

■目的・目標：子ども自身や保護者の悩み等に対し２４時間いつでも相
談できる体制を整えます。

■事業概要：子ども自身の悩みや、保護者の子育てに関する悩み等につ
いて、電話相談によって対応します。

　児童生徒や保護者の相談に即応できるよう、年末年
始を含め、24時間相談を受付できる体制を継続しま
した。また、全市立学校児童生徒にＱＲコードを掲載
した電話相談紹介カードを配布し、より相談しやすく
なるよう工夫しました。夜間は民間企業に業務委託
し、連携して支援にあたっています。

　児童生徒や保護者の相談に即応できるよう、年末年始を含
め、24時間相談を受付できる体制を継続しました。また、全
市立学校児童生徒にＱＲコードを掲載した電話相談紹介カー
ドを配布し、より相談しやすくなるよう工夫しました。夜間
は民間企業に業務委託し、連携して支援にあたっています。

　令和６年度は５４４件の相談電話のうち２８１件は
児童生徒からの相談で、一人ひとりに寄り添った支援
をすることができました。緊急を要する案件について
は、関係部署で迅速な連携につとめ、相談者の気持ち
を和らげると同時に、適切な相談機関に繋げることが
できました。

　相談窓口の一層の周知と、子どもが困ったことや悩
みをいつでも相談できるように、また様々な相談に迅
速に対応することができるように子供を取り巻く社会
情勢の把握、相談員間の連携、他機関との円滑な連携
を継続する必要があります。
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教育相談事業（再
掲）

■目的・目標：友人関係やいじめの問題、不登校等に関する相談を行
い、子ども、保護者を支援します。

■事業概要：子ども自身の悩みや、保護者の子育てに関する悩み等につ
いて、来所面接相談や電話相談によって対応します。

　市内２カ所の相談室で友人関係やいじめの問題、不
登校に関する相談を行いました。令和５年度は心理臨
床相談員を２名増員すると同時に、業務改善を進め、
申込から相談開始までの待機日数の縮減に努めまし
た。電話相談では土日祝日を含め毎日対応できる体制
を継続しました。また、ホームページの相談のご案内
を改訂し、相談窓口の周知を図りました。

　市内２カ所の相談室で友人関係やいじめの問題、不登校に
関する相談を行いました。令和４年度から続けている業務改
善を進め、申込から相談開始までの待機日数の縮減に努めま
した。電話相談では土日祝日を含め毎日対応できる体制を継
続しました。また、ホームページの相談のご案内を改定し、
相談窓口の周知を図りました。

　令和６年度は、来所面接相談では、80件の新規相
談があり、約9割が不登校に関する相談で、子どもた
ち、保護者を支える教育相談活動を行いました。ま
た、電話相談では、411件の相談に対応し、相談の内
容によって他機関との連携を図りました。

　子どもが困ったことや悩みを安心して相談できる体
制を整え、様々な相談のニーズに応じて、学校や関係
機関と連携し、迅速に対応するためにも、相談員の相
談技能の向上と相談窓口の一層の周知を図る必要があ
ります。
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施策の方向Ⅴ
相談及び救済

　子どもが相
談しやすい環
境の整備を進
め、子どもの
権利侵害の特
性に配慮した
相談及び救済
を行います。

（24）関係機関と連携
した相談・救済等

　関係機関と連携し、子
どもの権利侵害の特性に
配慮した相談及び救済を

行います。

㊺

㊹（23）人権オンブズ
パーソンによる相談・救
済

　人権オンブズパーソン
が子どもの権利の侵害に
ついての相談及び救済を
行います。

計画期間の取組内容

　関係機関・団体
との連携、各種相
談窓口の充実、各
学校へのスクール
カウンセラーやス
クールソーシャル
ワーカーの配置等
により、子どもの
権利侵害の特性に
配慮した相談及び
救済を行います。

３５条

35条　人権オンブズ
パーソンが、子ど
もの権利に関する
相談や救済の申立
てを受付けます。
また、人権オンブ
ズパーソンや専門
調査員が学校等を
訪問し、相談事例
の紹介や人権の大
切さの話をするこ
となどにより、子
どもが気軽に相談
できるよう制度の
周知と利用の促進
を図ります。



第７次川崎市子どもの権利に関する行動計画　令和６年度進捗状況報告書
施策の方向Ⅴ　相談及び救済（条例第５章）

令和６年度の達成度（１～５の５段階評価で入力）
１：目標を大きく上回って達成　２：目標を上回って達成　３：ほぼ目標どおり　４：目標を下回った　５：目標を大きく下回った

施策の方向 推進施策
該当
する
条文

重点
的

取組
№ 再掲 事業名 事業概要等 令和5年度実施状況 令和６年度実施状況 令和６年度の成果 令和６年度の課題

令和６年
の達成度

所管局 所管課計画期間の取組内容

377 223
電話相談ホットライ
ン（再掲）

■目的・目標：子どもや保護者等が抱えている悩みの相談・対応を行い
ます。

■事業概要：学校内外での人間関係などに不安を感じている人や悩んで
いる人向けに、電話相談ホットラインを開設し、相談体制の構築を図り
ます。

　学校内外を問わず、児童生徒自身や知人の生命、心
身、財産に重大な被害が生じたとき、又は、生じる危
険があると判断したときに、通報・相談できるように
「24時間子供SOS電話相談」が開設されており、緊
急を要する場合には関係課に電話を転送して、ただち
に対応できる体制を整えています。また、携帯電話や
スマートフォンに登録し、番号をタップすると連絡が
つく仕組みを導入し、対応しています。
　電話番号が書かれたカード等を配付して周知するこ
とに加え、児童生徒が活用しているGIGA端末のブッ
クマークに登録をして周知しました。

　学校内外を問わず、児童生徒自身や知人の生命、心身、財
産に重大な被害が生じたとき、又は、生じる危険があると判
断したときに、通報・相談できるように「24時間子供SOS電
話相談」が開設されており、緊急を要する場合には関係課に
電話を転送して、ただちに対応できる体制を整えています。
また、携帯電話やスマートフォンに登録し、番号をタップす
ると連絡がつく仕組みを導入し、対応しています。
　電話番号が書かれたカード等を配付して周知することに加
え、児童生徒が活用しているGIGA端末のブックマークに登録
をして周知しました。

　毎年電話番号を周知することを徹底し、特に長期休
業前には、相談先の一覧を児童生徒と確認をしていま
す。また、相談が入った時には、関係各所が連携し、
情報共有の下、迅速な支援や対応を行うことができま
した。

　周知するために電話番号が書かれたカードの配布や
GIGA端末のブックマークに登録を行ってきました
が、周知方法についてさらに徹底するための検討を進
めていきます。

3
教育委
員会事
務局

指導課

378
200
225
243

スクールカウンセ
ラーの配置・活用
（再掲）

■目的・目標：市立学校における不登校・いじめなどへの対応に、心理
の専門性を生かしたカウンセリング等を行うためカウンセラーを配置等
し、子ども、保護者を支援します。

■事業概要：各学校に、専門的知識･経験を持つカウンセラーを配置、派
遣し、教職員とは異なる側面から教育相談に応じます。また、教職員と
の情報共有などを通じて連携を図りながら、子ども・保護者への多面的
な相談体制の構築をめざします。

　市立中学校・高等学校へはスクールカウンセラーを
週１回程度配置、市立小学校・特別支援学校には学校
巡回カウンセラーを月２回程度定期派遣しました。心
理の専門家として、相談業務だけでなく、教職員への
コンサルテーション、研修の講師、児童生徒の行動観
察など、問題の未然防止につながる支援を行いまし
た。事件事故等による緊急配置も迅速に行い対応しま
した。

　市立中学校・高等学校へはスクールカウンセラーを週１回
程度配置、市立小学校・特別支援学校には学校巡回カウンセ
ラーを月２回程度定期派遣しました。心理の専門家として、
相談業務だけでなく、教職員へのコンサルテーション、研修
の講師、児童生徒の行動観察など、問題の未然防止につなが
る支援を行いました。事件事故等による緊急配置も迅速に行
い対応しました。

　令和６年度は、スクールカウンセラーは中学校５２
校で延べ相談人数が２１６９２人、高等学校５校で延
べ相談人数が２１７６人、学校巡回カウンセラーは小
特１１７校で延べ相談人数が１８１００人でした。定
期的に心理の専門家が学校に勤務することで、教職員
と協力しながら、一人ひとりに寄り添った支援を行う
ことができました。

　カウンセラーに対するニーズは高まっており、配置
日数の拡充やカウンセラーの資質能力の向上のための
研修の充実、安定的な人員確保など、校内支援体制の
充実のについて、継続的に検討する必要があります。
また、カウンセラーの多忙化解消の視点から、業務や
その報告の手順や方法について改善する必要がありま
す。

3
教育委
員会事
務局

教育相
談セン
ター

379
222
236

スクールソーシャル
ワーカーの配置事業
（再掲）

■目的・目標：不登校やいじめの問題等、子どもが置かれた状況に応じ
た支援を行います。

■事業概要：スクールソーシャルワーカーを各区に配置し、関係機関と
連携しながら、子どもが置かれている環境の調整を行い、課題を抱えた
子どもを支援します。

　各区に１名以上（全１２名）のスクールソーシャル
ワーカーを配置し、児童生徒及び保護者の相談を受
け、関係機関につなげるなど、課題解決への対応を図
りました。
　定期的に、スクールカウンセラーや児童生徒指導担
当者、児童相談所等関係機関の職員との情報共有を行
い、子どもへの虐待や体罰防止、いじめ防止等につい
て、連携体制の強化を図りました。

　各区に１名以上（全１３名）のスクールソーシャルワー
カーを配置し、児童生徒及び保護者の相談を受け、関係機関
につなげるなど、課題解決への対応を図りました。
　定期的に、スクールカウンセラーや児童生徒指導担当者、
児童相談所等関係機関の職員との情報共有を行い、子どもへ
の虐待や体罰防止、いじめ防止等について、連携体制の強化
を図りました。

　相談や支援を求める児童生徒及び保護者について、
学校及び家庭への訪問により聞き取り等を行い、必要
に応じて児童相談所等の関係機関と連携しながら、課
題の解決を図りました。また、スクールカウンセラー
等と定期的に情報提供を行い、学校支援の支援体制の
充実を図りました。

　リーフレットを活用して子どもたちの居場所や相談
機関の情報を提供したり、ヤングケアラーの認知を広
げたりする取組を行いましたが、引き続き、関係機関
との連携による更なる相談機能の強化を進めていきま
す。

3
教育委
員会事
務局

教育政
策室

☆ 380 345
かわさきしこども
ページ（再掲）

■目的・目標：子どもの権利条例や市内の子ども向けイベントについて
川崎市ホームページ上に掲載し、子どもの安心・安全な生活や社会参加
を支援するために事業を実施します。

■事業概要：子どもにわかりやすい表現で、条例についてやイベント、
相談窓口の情報などを川崎市ホームページ上で発信することで、子ども
がより安心で豊かに生活し、社会に参加するきっかけとなるよう支援し
ます。

　夏、秋・冬、春の３回に分けて、子どもが参加でき
るイベント情報を、庁内各部署からの依頼により掲載
しました。
　各施設や相談機関等の紹介については、リンクの追
加修正などを随時行いました。
　令和５年3月18日からは、ホームページリニューア
ルに伴い、子どもの意見を取り入れた新しいページを
作成しました。

　こどもページのイベントページについて、市ホームページ
のイベント情報のうち、子どもが参加できるイベント情報を
連携し、掲載する改修を行いました。
　各施設や相談機関等の紹介ページについて、項目の追加や
情報の更新等を随時行いました。
　相談機関等について、外部リンク先のページがＧＩＧＡ端
末からの閲覧が可能となったことにより、利便性の向上に繋
がりました。

　イベントページを市ホームページと連携させたこと
により、情報の即時性が向上した他、様々なイベント
情報をより多く掲載できるようになりました。
　相談機関等の紹介ページについて、他ページに比
べ、多くのアクセス数があり、ページの活用が広がっ
ています。

　こどもページをより活用してもらうため、情報の更
新や修正を随時行い、子どもが安心して利用できるよ
うに努めます。

3
こども
未来局

青少年
支援室

☆ 381
ＳＯＳカｰドの作
成・配布

■目的・目標：学校に通う子どもが気軽に相談できるようＳＯＳカード
を作成し配布します。

■事業概要：増加し続ける児童虐待の早期発見・予防のため、子ども自
身が相談の電話をかけられるよう、児童虐待防止センター等の電話番号
を明示した名刺サイズのカードを配布します。

　子ども自身が相談の電話をかけられるよう、児童虐
待防止センター等の電話番号を明示したカードを市内
の全小・中・高校へ配布し、周知を図りました（配布
枚数141,330枚）。

　子ども自身が相談の電話をかけられるよう、児童虐待防止
センター等の電話番号を明示したカードを市内の全小・中・
高校へ配布し、周知を図りました（配布枚数140,460枚）。

　毎年夏休み前に配布することで長期間家庭にいる間
に児童に相談できる場所があることを伝えていること
ができました。

　子どもだけでなく一般市民向けにも広く児童虐待防
止センター等について関心を持ってもらうための効果
的な広報の仕方を検討する必要があります。

3
こども
未来局

児童家
庭支
援・虐
待対策
室

☆ 382
児童相談所等の周
知・広報

■目的・目標：児童相談所は子ども自身からの相談も可能であることを
広く周知します。

■事業概要：児童相談所のホームページや広報資料等に子ども自身から
の相談も可能なことを記載する等、子どもが安心して気軽に相談できる
よう広報します。

　川崎市ホームページを活用し、子ども本人からも相
談できるよう、周知・広報に努めました。
　子どもが安心して気軽に相談できるよう、各種連絡
会議や研修等を活用し、児童相談所の広報を図りまし
た。

　川崎市ホームページを活用し、児童相談所が扱う相談内容
を例示し、ＧＩＧＡ端末に「そうだんしたいとき」という
ページのブックマークを登録するなど、子ども本人が相談し
やすいよう周知・広報に努めました。
　子どもが安心して気軽に相談できるよう、各種連絡会議や
研修等を活用し、児童相談所の広報を図りました。

　川崎市ホームページを活用し、子ども本人からも相
談できるよう、周知・広報に努めました。

　児童自身が相談しやすい環境を整えるため、ホーム
ページからの相談についても、引続き広報していく必
要があります。

3
こども
未来局

児童家
庭支
援・虐
待対策
室

☆ 383 287
定時制生徒自立支援
事業（再掲）

■目的・目標：様々な課題をもつ定時制生徒の中途退学の防止や進路実
現において自立した人材として成長していけるようにする支援を目的と
しています。

■事業概要　各定時制高校内でカフェ形式の生徒の居場所を作り、食
糧、学習、生活・自立支援、就労支援等をすることにより、生徒が安心
して学校に通い続けられ、中途退学者を減らすとともに、卒業後の自立
を支えます。

　各定時制高校（４校）で年に20回程度、カフェ形
式の居場所を開設し、利用した生徒の食糧、学習、生
活・自立支援、就労支援等を行いました。

　各定時制高校で年に延べ123回、カフェ形式の居場所を開
設し、利用した生徒の食糧、学習、生活・自立支援、就労支
援等を行いました。利用した生徒は、延べ３，７９６人でし
た。

内訳
川崎高校　　　30回　 1759人
川崎総合科学　23回　  172人
橘　　　　　　35回　  932人
高津　　　　　35回　  933人

　各定時制高校内にあるカフェを生徒が利用し、食事
や交流をしたり、相談・個別サポート、キャリアサ
ポート、学習サポート受け、自立支援の一助となりま
した。カフェの開設場所である高校から、生徒にとっ
て、カフェが居心地のいい場所となっているとの意見
や、運営事業者からは、生徒が悩みや自分自身のこと
を打ち明けてくれたり、進路決定の報告に来てくれた
りするなど、生徒と信頼関係を築けているといった声
を聴いております。

　引続き、定時制課程のある全校で実施します。 3
教育委
員会事
務局

指導課

☆ 384
221
235

相談カード「ひとり
で悩まないで」の作
成、配布（再掲）

■目的・目標：様々な悩みを抱える児童生徒に対して、相談できるとこ
ろを紹介し、ひとりで悩むことなく早期解決を図るための取組を行いま
す。

■事業概要：児童生徒、教職員に対して様々な相談機関を記載したカー
ドを配布し、個別の悩みに対して救済する支援を行います。

　相談カードを118,500作成し、市立小、中、高
校、特別支援学校に在籍する児童生徒のほか、区役所
や総合教育センターなどにも配布し、様々なところか
ら情報を得て子どもたちが相談できるような環境づく
りを行いました。
　児童生徒が容易に相談しやすくするため、メールや
LINEで相談できるサイトにアクセスできる二次元
コードを引き続き掲載しました。

　相談カードを118,500枚作成し、市立小、中、高校、特別
支援学校に在籍する児童生徒のほか、区役所や総合教育セン
ターなどにも配布し、様々なところから情報を得て子どもた
ちが相談できるような環境づくりを行いました。
　また、児童生徒が容易に相談しやすくするため、メールや
LINEで相談できるサイトにアクセスできる二次元コードを引
き続き掲載しました。

　子どもたちにとってより使いやすいカードにした
り、学校、関係諸機関で配布できたことで、一人ひと
りに相談できる機関があることを伝えることができま
した。また、児童生徒が容易に相談しやすくするた
め、二次元コードを付けることで環境の整備を進める
ことができました。

　カードを配布することで、児童生徒一人ひとりに相
談機関を伝えることはできましたが、「困ったときに
相談していい」という意識の醸成は、他の事業と合わ
せて引き続き行う必要があります。

3
教育委
員会事
務局

教育政
策室

☆ 385
6

105
227

かわさき共生＊共育
プログラム（再掲）

■目的・目標：子どもたちの豊かな人間関係をつくり、いじめ・不登校
の未然防止を図るための事業を実施します。

■事業概要：市内公立学校において、いじめ・不登校の未然防止とし
て、社会性を育成する「かわさき共生＊共育プログラム」を実施し、自
分や他者の人権の尊重について理解し、よりよい人間関係を築くための
方法やルール、SOSの出し方・受け止め方などのスキルを学び、集団づ
くりを促進します。

　「かわさき共生＊共育プログラム」の担当者に向け
て、４月と８月に集合形式での研修を行いました。ま
た、学校からの要請等による研修も開催し、「個性の
違いを認められる」ことや「自分を表現し、その意見
が尊重され、仲間と分かち合うことができる」等、子
どもの権利につながるエクササイズを紹介しました。
さらに、事業の啓発を継続するとともに「教育だよ
り」などを活用した広報に努めました。
　
   各学校で、昨年度から実施している「川崎市SOSの
出し方・受け止め方教育」の１時間を含む年間７時間
を標準時数としてエクササイズを実施しました。安心
して生きる権利の周知とあわせて取り組みました。

　「かわさき共生＊共育プログラム」の担当者に向けて、４
月と８月に集合形式での研修を行いました。また、学校から
の要請等による研修も開催し、「個性の違いを認められる」
ことや「自分を表現し、その意見が尊重され、仲間と分かち
合うことができる」等、子どもの権利につながるエクササイ
ズを紹介しました。さらに、事業の啓発を継続するとともに
「教育だより」などを活用した広報に努めました。
　教職員の採用前研修では「子どもの権利に関する条例」に
関する資料を紹介しました。
   各学校で「川崎市SOSの出し方・受け止め方教育」の１時
間を含む年間７時間のエクササイズを実施し、安心して生き
る権利の周知とあわせて取り組みました。

　担当者会や要請研修等の中で「かわさき共生＊共育
プログラム」の理念や子どもの権利に関する条例につ
いての理解を深める取組や学校における相談体制づく
りの支援を行うことで、児童生徒の豊かな人間関係づ
くりをはかり、子どもの権利についての学習機会を設
けることができました。

　教職員・児童生徒ともに自分や他者の人権尊重の理
解につながる取組の充実に努めていますが、子どもた
ち一人一人の把握に努め、子どもの心に寄り添う相談
体制づくりや、意識の醸成には、引き続き取り組む必
要があると捉えています。学校支援を継続し、子ども
の権利の保障につなぎたいと考えています。

3
教育委
員会事
務局

教育政
策室

施策の方向Ⅴ
相談及び救済

　子どもが相
談しやすい環
境の整備を進
め、子どもの
権利侵害の特
性に配慮した
相談及び救済
を行います。

（24）関係機関と連携
した相談・救済等

　関係機関と連携し、子
どもの権利侵害の特性に
配慮した相談及び救済を
行います。

㊺

㊻ 　子どもが安心し
て気軽に相談でき
るよう、SOSの出
し方・受け止め方
を伝える取組を行
うほか、相談カー
ドやホームページ
等で広報し、相
談・救済機関の周
知と利用勧奨を行
います。

35条

　関係機関・団体
との連携、各種相
談窓口の充実、各
学校へのスクール
カウンセラーやス
クールソーシャル
ワーカーの配置等
により、子どもの
権利侵害の特性に
配慮した相談及び
救済を行います。

３５条


